
令和５年度みやざきビジネスアカデミー（若手社員等向けプログラム）運営業務企画提案競技に 

関する質問について（回答） 

 

令和５年６月１５日  

No. 該当頁 

該当箇所 
質問内容 回答 

１ 仕様書 

１頁 

３（１） 

 

実施要綱

３頁 

８（３） 

ウ、（４） 

「事前説明会（令和 5 年 6 月 6 日開

催）」において行われた質疑応答がご

ざいましたら、当該内容をご教示く

ださい。 

事前説明会における質問及び回答は以

下のとおりです。 

【質問１】 

新入社員・若手社員合同研究（対面）

について、開催日数は２日となっている

が、時間数はどの程度を想定しているの

か。 

【回答１】 

午前、午後両方での実施を想定してい

ますが、本事業の目的を十分に達成する

ものであれば、柔軟な日程を提案いただ

いても構いません。 

 

【質問２】 

 入社３年未満程度の新入社員・若手社

員等とあるが、厳密に３年未満とする必

要があるか。 

【回答２】 

 就職後早期の離職率が高いことから、

３年未満の方の参加が望ましいですが、

３年以上の方の希望があれば、参加いた

だいても構いません。ただし、参加者の

勤務年数に幅がある場合には、実施プロ

グラムを工夫していただく必要がござ

います。 

 

【質問３】 

 企画提案書に添付する見積書は押印

が必要か。 

【回答３】 

 不要です。ただし、契約に至った場合

には押印を求める可能性があります。 

 

【質問４】 

 プレゼンテーションでは、１名が対面

とオンラインのハイブリッド方式でも

良いか。 

【回答４】 

 構いません。 



２   「みやざきビジネスアカデミー（若

手社員等向けプログラム）」につい

て、過去 2 年度の開催会場・日程別

の参加人数実績をご教示ください。 

 実績は以下のとおりです。 

【令和４年度】 

 新入社員向けプログラム 

会場名 日程 参加人数 

延岡会場 
10月 19日 

10 
1月 11日 

都城会場 
11月 1日 

11 
1月 30日 

日南会場 
11月 8日 

5 
1月 23日 

日向会場 
11月 10日 

8 
1月 25日 

宮崎会場 
11月 14日 

18 
2月 1日 

 

 若手社員向けプログラム 

会場名 日程 参加人数 

延岡会場 
10月 20日 

5 
1月 12日 

都城会場 
11月 2日 

8 
1月 31日 

日南会場 
11月 9日 

2 
1月 24日 

 

【令和３年度】 

 新入社員向けプログラム 

会場名 日程 参加人数 

都城会場 
11月 1日 

13 
1月 19日 

宮崎会場 
11月 16日 

18 
2月 2日 

日向会場 
11月 24日 

16 
2月 9日 

 若手社員向けプログラム 

会場名 日程 参加人数 

都城会場 
11月 2日 

15 
1月 20日 

宮崎会場 
11月 10日 

18 
1月 21日 

日向会場 
11月 15日 

11 
2月 3日 

延岡会場 
11月 25日 

13 
2月 4日 

日南会場 
12月 1日 

12 
2月 10日 

 



３ 実施要領 

５頁 

１１（１） 

 『実施要領』5 ページの 11-(1)に

ございます「この業務に関する制作

物の著作権及び複製権は全て宮崎県

に帰属するものとする」との定めに

ついて、「講義内容ならびに投影スラ

イド、講義で用いる受託者独自のツ

ール類」についてはこの定めの範囲

外と理解して支障ないでしょうか。 

 貴見のとおりですが、講義で使用した

スライドは、実績として、県に提出して

いただきます。 

４ 仕様書 

３頁 

３（３） 

 『仕様書』3 ページの 3-(3)にござ

います「プログラムの日程、カリキ

ュラム及び講師情報等について、ひ

なたＭＢＡ専用ホームページやＳＮ

Ｓ等の活用、県内企業や各経済団体

等を直接訪問すること等により効果

的な広報・周知を行うこと」との定

めについて、ひなたＭＢＡ専用ホー

ムページやＳＮＳへの掲載依頼にあ

たっては「テキスト原稿をお渡し」

すればよろしいものでしょうか。あ

るいは「HTML を納品」する必要があ

るものでしょうか。 

 テキストデータおよびチラシ等の画

像データの提出を想定しています。 

５ 実施要領

３頁 

８（３）

ウ 

 「見積書及び見積明細書」でお示

しする積算経費について、実態に即

したものとなるよう最大限努めます

が、執行の中で実績に増減が生じた

場合、項目間で経費配分を調整する

ことは許容されるのでしょうか。 

可能ですが、原則契約時に提出いただ

く見積書及び見積明細書に準じて執行

してください。 

 


